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(54) 発明の名称 ：二重管式熱交換器及びこれを備えた空気調和装置

(57) Abstract: Provided i s a aouble-pipe heat exchanger
that can be compactly configured, but i s capable of restrain
ing the outflow of a liquid reirigerant contained in a gas-li
quid two -phase refrigerant fi"om an inner pipe, and i s capable
of preventing the occurrence of refrigerant flood back. The
double-pipe heat exchanger ( 1) i s provided with: an outer
pipe (32) that allows a high-pressure liquid refrigerant to
flow therethrough; and an inner pipe (33) having an in
let-side end ( A), which allows a low-pressure gas-liquid
two -phase refrigerant, which i s obtained by reducing the
pressure of the high-pressure liquid refrigerant, to flow in,
and an outlet-side end (33B) connected to the suction- side of
a compressor. The double-pipe heat exchanger (31) com
prises a plurality of vertical pipes ( 4A , 34B) arranged in a
vertical direction, and a curved pipe (35) that connects the
ends of the plurality of vertical pipes (34A, 34B). The outlet-
side end (33B) of the inner pipe (33) i s provided to the up
per end of one vertical pipe (34B), and the inlet- side end
( A ) of the inner pipe (33) i s provided to the upper end of
the other vertical pipe (34A).

(57) 要約:
[続葉有]



コンパ ク 卜に構 成す る ことが可能 で あ りなが ら、気液二相冷媒 に含 まれ る液冷媒が 内管か ら流 出す る
の を抑制 し、液バ ック現 象の発 生 を防止 す る ことがで きる二重 管式熱交換器 を 供す る卜二 ま楚交
換器 （3 1 ) は、高 圧液冷媒 を流動 させ る外管 （3 2 ) と、前記高圧 液冷《 て得 ¾ ¾，圧 の
気液二相冷媒 を流入 させ る入 口側 端部 （3 3 A ) 、及 び圧縮機 の 吸引側 に接続 され ¾ ゆ口 ¾ _ 3 3
B ) を有す る内管 （3 3 ) と、 を備 えて い る。二重管式熱交換器 （3 1 ) は、 ァ布 き され fc¾
数の縦 管 （3 4 A , 3 4 B ) と、複 数の縦 管 （3 4 A , 3 4 B ) の端部 同士 を接 す る_曲 ¾ 、( 3 5 ) , も
か らな リ、 内管 （3 3 ) の 出 口側 端部 （3 3 B ) が 、一の縦 管 （3 4 B ) の 上端部 に設 け られ 、 管
( 3 3 ) の入 口側端部 （3 3 A ) が、他の縦管 （3 4 A ) の上端部 に設 けられ て いる。



明 細 書

発明の名称 ：二重管式熱交換器及びこれを備えた空気調和装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、二重管式熱交換器及びこれを備えた空気調和装置に関する。

背景技術

[0002] 空気調和装置において、膨張弁に流入する前の高圧の液冷媒を過冷却する

過冷却熱交換器を備えた冷媒回路が知られている。また、この過冷却熱交換

器としては、下記特許文献 1 に開示されているように、高圧液冷媒を流動さ

せる外管と、高圧液冷媒を減圧 して得られる低圧の気液二相冷媒を流動させ

る内管とを備えた二重管式のものがある。具体的に、この特許文献 1 には、

上下方向に配置された縦管形状の二重管式熱交換器と、逆 U字形状の二重管

式熱交換器とが開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 3 _ 7 5 0 2 6 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] 縦管形状の二重管式熱交換器は、空気調和装置における室外機のケーシン

グ内に上下方向に広い配置スペースを確保する必要があるとともに、その上

端部と下端部とにそれぞれ冷媒配管を接続 しなければならないので、この冷

媒配管の接続作業の際に二重管式熱交換器を上下反転させる工程が必要とな

り、作業が煩雑になるという欠点がある。

[0005] これに対 して、逆 U字形状の二重管式熱交換器は、上下方向に関してコン

パク卜に配置することができ、両端部がいずれも同じ側 （下側）に配置され

るため、冷媒配管の接続作業も容易になるという利点がある。 しかし、内管

の一方の端部 （入口側端部）から流入した気液二相冷媒は、上向きに流れた

後、 U字状の湾曲部を経て下向きに流れ、他方の端部 （出口側端部）から流



出されるので、 内管の内部で気液二相冷媒が十分 に蒸発 されなか った場合 に

は、気液二相冷媒 に含 まれる液部分 （液冷媒）が湾曲部 を超 えて しまうと内

管 内を下向 きに流れて出口側端部か ら流出されやす くな り、圧縮機 に流入 し

て しまう可能性がある。 このような現象は 「液バ ック現象」 と呼ばれ、圧縮

機 の性能低下の原因 となるため、好 ま しくない。

[0006] 本発明は、 このような実情 に鑑みてなされたものであ り、 コンパ ク トに構

成することが可能であ りなが ら、気液二相冷媒 に含 まれる液冷媒が内管か ら

流出するのを抑制 し、液バ ック現象の発生を防止することがで きる二重管式

熱交換器及び空気調和装置 を提供することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[0007] ( 1 ) 本発明は、高圧液冷媒 を流動 させる外管 と、前記高圧液冷媒 を減圧

して得 られる低圧の気液二相冷媒 を流入させる入 口側端部、及び圧縮機 の吸

引側 に接続 される出口側端部 を有する内管 と、 を備 えている二重管式熱交換

器であ って、

上下方向に配設 された複数の縦管 と、複数の縦管の端部同士を接続する曲

管 とか らな り、

前記内管の出口側端部が、一の縦管の上端部 に設 け られ、

前記内管の入 口側端部が、他の縦管の上端部 に設 け られていることを特徴

とする。

[0008] この構成 によれば、 内管の入 口側端部か ら流入 した気液二相冷媒は、 内管

を流れる間に外管 を流れる高圧液冷媒 と熱交換 して蒸発 し、 ガス冷媒 とな つ

て内管の出口側端部か ら流出する。 この際、 内管の出口側端部が一の縦管の

上端部 に形成 されているので、気液二相冷媒が十分 に蒸発 されず液部分 （液

冷媒）が残 った場合であ っても、 この液部分は一の縦管の内管 内を上昇 し難

いため、 出口側端部か ら流出され難 くなる。 そのため、圧縮機 に液冷媒が収

入 して しまう 「液バ ック現象」を防止することがで きる。

また、 内管の入 口側端部 と出口側端部 とがいずれも縦管の上端部 に設 け ら

れるので、二重管式熱交換器 を反転 させることな く冷媒配管 を接続すること



ができ、配管接続作業を容易に行うことができる。

[0009] ( 2 ) 上記構成において、 2 本の前記縦管を備えるとともに、これらの縦

管の下端部同士が前記曲管により接続されていることが好ましい。

このような構成によって、二重管式熱交換器を簡素の構成することができ

るとともに、曲管部分を少なくすることで冷媒の圧力損失を小さくすること

ができる。

[001 0] ( 3 ) 本発明の空気調和装置は、圧縮機 と、この圧縮機により圧縮された

高圧ガス冷媒を凝縮する凝縮器と、凝縮された高圧液冷媒を減圧する減圧機

構と、減圧された低圧冷媒を蒸発させる蒸発器と、前記凝縮器により凝縮さ

れた高圧液冷媒を前記減圧機構により減圧する前に過冷却する上記 （1 ) 又

は （2 ) に記載の二重管式熱交換器と、を備えていることを特徴とする。

[001 1] ( 4 ) 上記空気調和装置において、前記二重管式熱交換器における複数の

縦管の下端部に接続された曲管は、当該空気調和装置におけるケ一シングの

底フレ一厶上に支持部材を介 して支持されていることが好ましい。

このような構成によって、比較的強度の高 くなる曲管の部分において二重

管式熱交換器を安定 して支持することができる。

発明の効果

[001 2] 本発明によれば、コンパク トに構成することが可能でありながら、気液二

相冷媒に含まれる液冷媒が内管から流出するのを抑制 し、液バック現象の発

生を防止することができる。

図面の簡単な説明

[001 3] [ 図1] 本発明の第 1 の実施の形態に係る空気調和装置の冷媒回路を示す模式図

である。

[ 図2] 図 1 に示される空気調和装置の冷媒回路に設けられた二重管式熱交換器

の概略図である。

[ 図3] 本発明の第 2 の実施の形態に係る二重管式熱交換器の変形例を示す概略

図である。

[ 図4 ] 空気調和装置の冷媒回路の変形例を示す模式図である。



発明を実施するための形態

[0014] 図 1 は、本発明の第 1 の実施 の形態 に係 る室外機 を有 する空気調和装置の

冷媒回路 を示す模式図である。

空気調和装置 1 は、例 えば ビル用のマルチタイプの空気調和装置であ り、

つ又 は複数 の室外機 2 に対 して複数 の室 内機 3 が並列 に接続 され、冷媒が

流通で きるように、冷媒回路 1 0 が形成 されている。

[001 5] 室外機 2 には、圧縮機 1 1 、 四路切換弁 1 2 、室外熱交換器 1 3 、室外膨

弓長弁 1 4 、過冷却熱交換器 3 1 等が設 け られ、 これ らは冷媒配管 によって接

続 され ることによって冷媒回路 を構成 している。 また、室外機 2 には送風 フ

ア ン 2 3 が設 け られている。室 内機 3 には、室 内膨張弁 1 5 および室 内熱交

換器 1 6 等が設 け られている。 四路切換弁 1 2 と室 内熱交換器 1 6 とはガス

側冷媒連絡配管 1 7 a によ り接続 され、室外膨張弁 1 4 と室 内膨張弁 1 5 と

は液側冷媒連絡配管 1 7 b によ り接続 されている。室外機 2 の内部冷媒回路

の端末部 には、 ガス側 閉鎖弁 1 8 と液側 閉鎖弁 1 9 とが設 け られている。 ガ

ス側 閉鎖弁 1 8 は四路切換弁 1 2 側 に配置 されてお り、液側 閉鎖弁 1 9 は室

外膨張弁 1 4 側 に配置 されている。 ガス側 閉鎖弁 1 8 にはガス側冷媒連絡配

管 1 7 a が接続 され、液側 閉鎖弁 1 9 には液側冷媒連絡配管 1 7 b が接続 さ

れ る。

[001 6] 上記構成 の空気調和装置 1 において、冷房運転 を行 う場合 には、 四路切換

弁 1 2 が図 1 において実線 で示す状態 に保持 され る。圧縮機 1 1 か ら吐出さ

れた高温高圧のガス冷媒 は、 四路切換弁 1 2 を経て室外熱交換器 （凝縮器）

1 3 に流入 し、送風 フ ァ ン 2 3 の作動 によ り室外空気 と熱交換 して凝縮 液

化する。液化 した冷媒 は、全開状態の室外膨張弁 1 4 を通過 し、液側冷媒連

絡配管 1 7 b を通 って各室 内機 3 に流入する。室 内機 3 において、冷媒 は、

室 内膨張弁 （減圧機構） 1 5 で所定の低圧 に減圧 され、 さ らに室 内熱交換器

(蒸発器） 1 6 で室 内空気 と熱交換 して蒸発する。 そ して、冷媒の蒸発 によ

つて冷却 された室 内空気は、 図示 しない室 内フ ァ ンに よって室 内に吹 き出さ

れ、 当該室 内を冷房する。 また、室 内熱交換器 1 6 で蒸発 した冷媒 は、 ガス



側冷媒連絡配管 1 7 a を通 って室外機 2 に戻 り、 四路切換弁 1 2 を経 て圧縮

機 1 1 に吸い込 まれ る。

[001 7] 他 方、 暖房運転 を行 う場合 には、 四路切換弁 1 2 が図 1 において破線 で示

す状態 に保持 され る。圧縮機 1 1 か ら吐出された高温高圧 の ガス冷媒 は、 四

路切換弁 1 2 を経 て各室 内機 3 の室 内熱交換器 （凝縮器） 1 6 に流入 し、室

内空気 と熱交換 して凝縮 液化 す る。冷媒 の凝縮 によ って加熱 された室 内空

気 は、室 内 フ ァンによ って室 内に吹 き出され、 当該室 内を暖房 す る。室 内熱

交換器 1 6 において液化 した冷媒 は、全 開状態 の室 内膨張弁 1 5 か ら液側冷

媒連絡配管 1 7 b を通 って室外機 2 に戻 る。室外機 2 に戻 った冷媒 は、室外

膨張弁 （減圧機構 ） 1 4 で所定の低圧 に減圧 され、 さ らに室外熱交換器 （蒸

発器） 1 3 で室外空気 と熱交換 して蒸発 す る。 そ して、室外熱交換器 1 3 で

蒸発 した冷媒 は、 四路切換弁 1 2 を経 て圧縮機 1 1 に吸い込 まれ る。

[001 8] 本 実施 の形態 の過冷却熱交換器 3 1 は、上述 の よ うな冷房運転 の際 に、室

外熱交換器 1 3 か ら流 出 した高圧 の液冷媒 を室 内膨張弁 1 5 によ って減圧 す

る前 に過冷却 す るため に使 用 され る。本実施 の形態 において、過冷却熱交換

器 3 は、室外膨張弁 1 4 と液側 閉鎖弁 1 9 との間の冷媒配管 （ここでは、

主冷媒配管 2 5 と呼称 す る） に設 け られている。

また、冷媒 回路 は、室外熱交換器 1 3 において凝縮 した冷媒 （高圧液冷媒

) の一部 を主冷媒配管 2 5 か ら分岐 して、過冷却熱交換器 3 1 に対 して冷却

源 とな る冷却冷媒 を供給 し、 その後、圧縮機 1 1 の吸入側 に冷却冷媒 を戻す

バ イパ ス冷媒 回路 2 6 を有 している。具体 的 に、バ イパ ス冷媒 回路 2 6 は、

室外膨張弁 1 4 と過冷却熱交換器 3 との間の主冷媒配管 2 5 か ら冷媒 を分

岐 させ、過冷却熱交換器 3 における冷却冷媒 の入 口に接続 され る分岐配管

2 7 と、過冷却熱交換器 3 における冷却冷媒 の出 口か ら圧縮機 1 1 の吸入

側 の配管 に合流 す る合流配管 2 8 とを有 す る。

[001 9] 分 岐配管 2 7 には、冷媒 を減圧 す るバ イパ ス膨張弁 2 9 が設 け られている

。 ノく' ィパ ス膨張弁 2 9 は電動弁等 か らな り、分岐配管 2 7 を流れ る高圧液冷

媒 を減圧 して、低圧 の気液 二相冷媒 にす る。 そ して、室外熱交換器 1 3 か ら



室内膨張弁 1 5 へ向けて流動する高圧液冷媒は、過冷却熱交換器 3 におい

て、低圧の気液二相冷媒によって過冷却される。気液二相冷媒に含 まれる液

部分 （液冷媒）は高圧液冷媒 との熱交換 により蒸発 し、 ガス冷媒 となって圧

縮機 1 1 に吸入される。

[0020] 図 2 は、図 1 に示される空気調和装置の冷媒回路 に設けられた過冷却熱交

換器 （二重管式熱交換器）の概略図である。本実施の形態の過冷却熱交換器

3 は、二重管式の熱交換器 とされている。すなわち、過冷却熱交換器 3

は、図 1 及び図 2 に示されるように、冷媒回路の主冷媒配管 2 5 に接続 され

、室外熱交換器 1 3 か ら流出 した高温高圧の液冷媒を流動させる外管 3 2 と

、バイパス冷媒回路 2 6 に接続 され、バイパス膨張弁 2 9 によって減圧され

た冷却冷媒を流動させる内管 3 3 とか らなる二重管 によって構成 されている

。 より具体的に、内管 3 3 は、一端部 （入口側端部） 3 3 A が分岐配管 2 7

に接続 され、他端部 （出口側端部） 3 3 B が合流配管 2 8 に接続 されている

。そ して、外管 3 2 を流動する高圧液冷媒 と内管 3 3 を流動する気液二相冷

媒 とは、互いに熱交換 されることによって、高圧液冷媒は過冷却され、気液

二相冷媒は液部分が蒸発することによってガス冷媒 となる。

[0021 ] 過冷却熱交換器 3 1 は、 U 字状 に湾曲 した構造に形成 されている。具体的

に、過冷却熱交換器 3 1 は、 2 つの縦管 3 4 A ， 3 4 B と、 この二つの縦管

3 4 A , 3 4 B の端部同士を繋 ぐ曲管 3 5 とか らなっている。曲管 3 5 は、

2 つの縦管 3 4 A ， 3 4 B の下端部同士を接続 している。 したがって、冷媒

の入口側端部 3 2 A , 3 3 A 及び出口側端部 3 2 B , 3 3 B は、 2 つの縦管

3 4 A , 3 4 B の上端部 に設けられている。

[0022] 過冷却熱交換器 3 の内管 3 3 には、バイパス膨張弁 2 9 によって減圧さ

れた気液二相の冷却冷媒が入口側端部 3 3 A か ら流入 し、内管 3 3 を流れる

過程で外管 3 2 を流れる高圧液冷媒 と熱交換 し、 ガス冷媒 となって出口側端

部 3 3 B か ら流出する。 しか しなが ら、高圧液冷媒 との熱交換で気液二相冷

媒の液部分が完全に蒸発されない場合に、当該液部分が出口側端部 3 3 B か

ら流出 して しまうと、圧縮機 1 1 に吸引されて液バ ック現象が生 じ、圧縮機



の性能低下の原因となる。

[0023] 本実施の形態では、内管 3 3 の出口側端部 3 3 B が縦管 3 4 B の上端部に

設けられているので、気液二相冷媒の液部分が蒸発せずに残ったとしても内

管 3 3 の出口側端部 3 3 Bへ向けて上昇 し難 く、当該端部 3 3 B から流出し

難 くなつている。そのため、圧縮機 1 1への液バック現象を抑制することが

できる。また、気液二相冷媒の液部分は、曲管 3 5 に残存 している間に外管

3 2 内の高圧液冷媒との間で熱交換 し、やがてガス冷媒となって出口側端部

3 3 B から流出される。一方、 2 本の縦管 3 4 A ，3 4 B は、水平部分を備

えない曲管 3 5 によって接続されているので、 2 本の縦管 3 4 A ，3 4 B の

間における気液二相冷媒の偏流 （液部分とガス部分の上下分離）を可及的に

抑制することができる。

[0024] また、過冷却熱交換器 3 における外管 3 2 の入口側端部 3 2 A 及び出口

側端部 3 2 B と、内管 3 3 の入口側端部 3 3 A 及び出口側端部 3 3 B とは、

いずれも上下方向に関 して同 じ側 （上側）に設けられているので、これらに

対する冷媒配管の接続を、過冷却熱交換器 3 を上下反転することなく行う

ことができる。 したがって、過冷却熱交換器 3 1 に対する冷媒配管の接続作

業を作業性よく行うことができる。

[0025] 過冷却熱交換器 3 は、室外機 2 のケ一シングにおける底フレーム4 3 上

に支持部材 4 0 を介 して取り付けられている。この支持部材 4 0 は、ゴムや

合成樹脂等から形成され、ボル ト及びナツ卜等からなる固定具 4 2 によって

底フレーム4 3 に固定されている。支持部材 4 0 の上面には、湾曲状に凹む

嵌合凹部 4 が形成されている。過冷却熱交換器 3 は、曲管 3 5 を嵌合凹

部 4 に嵌合させ、支持部材 4 0 と曲管 3 5 とを締結バン ド等によって固定

することで、支持部材 4 0 に支持されている。過冷却熱交換器 3 1 は、曲管

3 5 の部分において比較的強度が高くなるため、支持部材 4 0 により安定 し

て過冷却熱交換器 3 を支持することができる。

[0026] 図 3 は、第 2 の実施の形態に係る過冷却熱交換器 （二重管式熱交換器）を

示す概略図である。



図3 に示される過冷却熱交換器 3 1 は、4 本の縦管 3 4 A ~ 3 4 D と、 3

本の曲管 3 5 A ~ 3 5 C を備えている。そして、隣接する縦管 3 4 A ~ 3 4

Dの端部同士がそれぞれ曲管 3 5 A 3 5 C によって接続され、全体として

略W字状に形成されている。また、外管 3 2 及び内管 3 3 の入口側端部 3 2

A , 3 3 A 及び出口側端部 3 2 B，3 3 は、縦管 3 4 六，3 4 Dの上端部

に設けられている。また、過冷却熱交換器 3 1 の下部側に配置された曲管 3

5 A , 3 5 C は、支持部材4 0 を介 してケ一シングの底フレーム4 3 に支持

されている。 したがって、本実施の形態の過冷却熱交換器 3 1 は、図2 に示

される過冷却熱交換器 3 と同様の作用効果を奏する。さらに、本実施の形

態の過冷却熱交換器 3 1 は、第 1の実施の形態の過冷却熱交換器 3 と比べ

て、配管長が同一である場合に上下方向に関してよりコンパク卜に構成する

ことが可能となる。ただし、本実施の形態では、曲管 3 5 A ~ 3 5 C の数が

多い分だけ冷媒の圧力損失が生じやすくなるため、この点においては第 1の

実施の形態の方が有利である。

[0027] 本発明は、上記各実施の形態に限定されるものではなく、請求の範囲に記

載された発明の範囲内において、適宜変更することが可能である。

例えば、本発明の過冷却熱交換器 （二重管式熱交換器）3 1 は、図4 に示

される冷媒回路にも適用することができる。この冷媒回路において、過冷却

熱交換器 3 は、室外熱交換器 1 3 から流出する高圧液冷媒と、室内膨張弁

1 5 によって減圧され、室内熱交換器 1 6 において一部が蒸発 した気液二相

冷媒との間で熱交換を行うように構成されている。なお、この冷媒回路にお

いては、暖房運転の際にも好適に過冷却熱交換器 3 によって高圧液冷媒の

過冷却を行うことができる。

[0028] 図 3 に示される過冷却熱交換器 3 は、複数の縦管 3 4 A ~ 3 4 D及び曲

管 3 5 A ~ 3 5 C が平面視で一直線状に配設されているが、例えば、平面視

で四角形状や略Z 字状に配設されていてもよい。また、過冷却熱交換器 3

は、 6 本以上の縦管 （5 本以上の曲管）を備えていてもよい。

符号の説明



空気調和装置

室外機

冷媒回路

圧縮機

四路切換弁

室外熱交換器

室外膨張弁

室内膨張弁

室内熱交換器

過冷却熱交換器 （二重管式熱交換器 )

外管

内管

A 入 口側端部

B 出口側端部

A ~ 3 4 D 縦管

曲管

A 3 5 C 曲管

支持部材

底 フ レー ム



請求の範囲

[ 請求項 1] 高圧液冷媒 を流動 させる外管 （3 2 ) と、前記高圧液冷媒 を減圧 し

て得 られる低圧の気液二相冷媒 を流入させる入 口側端部 （3 3 A ) 、

及び圧縮機 の吸引側 に接続 される出口側端部 （3 3 B ) を有 する内管

( 3 3 ) と、 を備 えている二重管式熱交換器 （3 1 ) であ って、

上下方向に配設 された複数の縦管 （3 4 A ， 3 4 B , 3 4 C , 3 4

D ) と、複数の縦管 （3 4 A ， 3 4 B , 3 4 C , 3 4 D ) の端部同士

を接続する曲管 （3 5 ， 3 5 A , 3 5 B , 3 5 C ) とか らな り、

前記内管 （3 3 ) の出口側端部 （3 3 B ) が、一の縦管 （3 4 B ，

3 4 D ) の上端部 に設 け られ、

前記内管 （3 3 ) の入 口側端部 （3 3 A ) が、他の縦管 （3 4 A )

の上端部 に設 け られていることを特徴 とする二重管式熱交換器。

[ 請求項2] 2 本の前記縦管 （3 4 A ， 3 4 B ) を備 えるとともに、 これ らの縦

管 （3 4 A ， 3 4 B ) の下端部同士が前記曲管 （3 5 ) によ り接続 さ

れている、請求項 1 に記載の二重管式熱交換器。

[ 請求項3] 圧縮機 （1 1 ) と、 この圧縮機 （1 1 ) によ り圧縮 された高圧 ガス

冷媒 を凝縮する凝縮器 （1 3 ， 1 6 ) と、凝縮 された高圧液冷媒 を減

圧する減圧機構 （1 5 ， 1 4 ) と、減圧 された低圧冷媒 を蒸発 させる

蒸発器 （1 6 ， 1 3 ) と、前記凝縮器 （1 3 ， 1 6 ) によ り凝縮 され

た高圧液冷媒 を前記減圧機構 （1 5 ， 1 4 ) によ り減圧する前 に過冷

却する請求項 1 又 は 2 に記載の二重管式熱交換器 （3 1 ) と、 を備 え

ていることを特徴 とする空気調和装置。

[ 請求項4] 前記二重管式熱交換器 （3 1 ) における複数の縦管 （3 4 A ， 3 4

B ， 3 4 C ， 3 4 D ) の下端部 に接続 された曲管 （3 5 ) が、 当該空

気調和装置 におけるケ一シングの底 フ レーム （4 3 ) 上 に支持部材 （

4 0 ) を介 して支持 されている、請求項 3 に記載の空気調和装置。
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